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をもって、権利の現状維持的 。防禦的主張を結果的に承認 した裁判例 もあること、を指摘
する。
「第六章」においては、前5章 での考察をふまえての総括として、抗弁権の永久性の法
理についての積極論の着想と視点 とを基本的には評価 しつっ も、 この法理の妥当根拠 ・存









判例および学説について、おびただしい量の諸文献を渉猟 して丹念に検証 し、本問題に関 し
ての この両国における理論状況を詳細かつ正確に紹介 したことは、高 く評価されるべき点で
ある。すなわち、 この両国法においては抗弁権の永久性の理論がさしたる問題 もなく一般的
に承認 されているかのような、やや大づかみな従来のわが学界での理解に対 して、より精密
な比較法的知見を提示 したものであって、学界における本問題をめ ぐる論議を一段と深化 し
前進させたものである。また、本論文は、権利主張の期間制限についてのわが民法典の法構
造の もとでの、具体的な解釈論をも提示 している。そ して、そこでの結論は、傾向としては
前述の慎重論に分類 されるべきものであり、それは上記のような比較法的研究をふまえてい
るだけに、それとして強い説得力をもつものと思われ、本論文は全体 として、学界に対 し多,
大の寄与をするものと認められる。
以上によって、本論文提出者は法学博士の学位を授与されるに値するものと認める。
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